
調整群(n=12) 非調整群(n=16) 　p値 調整群(n=12) 非調整群(n=9) 　p値 調整群(n=13) 非調整群(n=12) 　p値

食事 -0.42±1.44 -1.88±3.10   0.121 -1.25±2.26 -0.77±1.88   0.689 -0.77±1.88 -0.83±1.95   1.000

トイレ動作 -0.42±1.44 -3.75±2.24   0.001** -0.42±1.44 -1.54±2.40   0.347 -0.38±1.39 -1.25±2.27   0.470

階段 -0.83±1.95 -3.44±3.52   0.066 -1.67±3.89 -1.92±2.53   0.538 -1.15±3.00 -1.67±2.46   0.538

更衣 -0.42±1.44 -0.94±2.02   0.664 -0.83±2.89 -0.77±1.88   0.936 -1.15±3.00 -1.25±2.26   0.936

移乗 -0.83±1.95 -4.06±3.75   0.029* -0.83±1.95 -3.46±3.15   0.003** -1.54±3.76 -3.33±3.26   0.247

平地歩行 -0.42±1.44 -4.06±2.72   0.002** -0.42±1.44 -2.31±2.59   0.030* -0.77±3.44 -1.25±2.26   0.574

排尿 -0.83±1.95 -0.94±2.02   0.945 0.00±2.13 0.77±2.77   0.769 -1.54±3.12 -0.42±1.44   0.347

排便 -0.42±1.44 0.00±2.58   0.767 -0.42±1.44 -0.77±1.88   0.347 -0.77±2.77 -0.42±1.44   0.769

整容 -0.83±1.95 -1.56±2.39   0.537 -0.83±1.95 -1.15±2.19   0.810 0.38±2.47 -0.83±1.95   0.376

入浴 -0.42±1.44 -2.81±2.56   0.011* -2.08±2.58 -1.54±2.40   0.650 -2.31±２.59 -0.83±1.95   0.225

総合 -5.83±6.34 -23.44±8.70   0.000*** -4.58±10.33 -13.46±13.13   0.123 -10.38±12.16 -7.73±7.862   0.728

自宅退院後

6ヶ月以上1年未満（n=28 ）

自宅退院後

１年以上２年未満（n=21）

自宅退院後

２年以上（n=25）

調整群(n=12) 非調整群(n=16) p値 調整群(n=12) 非調整群(n=9) p値 調整群(n=13) 非調整群(n=12) p値

251.75±48.34 277.44±89.00 0.895 554.25±117.96 531.33±100.09 0.644 969.67±174.583 880.08±239.79 0.300

年齢 79.58±11.69 77.00±9.45 0523 84.83±8.07 81.56±5.27 0.303 79.56±10.00 78.75±6.03 0.869

性別（男 /女） 2/10 6/10 0.401 8/4 3/6 0.198 9/4 5/7 0.408

主疾患名（脳血管/整形/その他） 2/9/1 9/7/0 0.195 3/8/1 1/7/1 0.772 8/5/0 3/7/2 0.121

退院時BI 66.25±31.10 77.5±20.77 0.333 62.92±26.64 78.33±16.73 0.181 58.77±23.81 79.55±23.82 0.056

退院時MMSE 26.75±2.18 25.81±2.76 0.231 25.50±1.45 26.78±2.11 0.109 26.08±2.40 25.75±1.91 0.117

要介護度 3.0±1.10 3.36±0.97 0.923 3.33±0.96 3.0±0.67 0.638 3.30±0.95 2.57±1.04 0.055

同居家族(人) 2.08±1.00 2.20±1.01 0.767 2.50±1.73 2.44±1.24 0.898 2.77±1.589 1.92±1.08 0.720

教育歴 高卒以上/未満 1/11 6/10 0.184 9/3 3/6 0.087 10/3 7/4 0.659

等価所得 200万以上/未満 4/8 5/11 1.000 7/5 5/4 1.000 7/6 6/6 0.848

住まい 持ち家/賃貸 10/2 8/7 0.217 10/2 6/3 0.611 13/0 5/7 0.015*

階数　 1階/2階以上 10/2 7/8 0.107 8/4 5/4 0.673 9/4 7/5 0.688

小規模多機能利用（あり/なし） 4/8 0/16 0.024* 3/9 1/8 0.603 2/11 2/10 1.00

訪問リハ（あり/なし） 7/5 2/14 0.017* 5/7 2/7 0.642 9/4 1/11 0.004**

玄関改修（あり/なし） 2/10 11/5 0.009** 6/6 6/3 0.660 3/10 7/5 0.206

廊下（あり/なし） 1/11 9/7 0.016* 4/8 6/8 0.198 1/12 7/5 0.011*

福祉用具 設置型手すり（あり/なし） 7/5 2/13 0.037* 7/5 3/6 0.387 7/5 2/10 0.037*

水まわり段差 あり/なし 5/7 7/9 0.912 4/8 3/6 1.000 5/8 11/1 0.011*

玄関～敷地に段差 あり/なし 5/7 14/2 0.017* 3/9 6/3 0.087 4/9 10/2 0.015*

外出不安 あり/なし 9/3 7/8 0.067 5/7 4/5 1.000 3/10 7/5 0.111

外出頻度 週1回以上/未満 9/3 4/12 0.020* 7/5 6/3 0.387 3/10 5/7 0.111

転倒 あり/なし 2/10 9/6 0.067 9/3 6/9 0.121 9/4 7/5 0.675

住環境に対する

認識

移動行動

サービス利用状況

住宅改修箇所

自宅退院後

6ヶ月以上1年未満（n=28）

　　　　居住継続期間(日)退院時-調査時

退院時

の

環境整備内容

基礎情報

社会経済的

状況・社会資源

活用状況

自宅退院後

１年以上２年未満（n=21）

自宅退院後

２年以上（n=25）

＜背景・課題＞
【１．背景・目的】

【4．考察】

【3．結果】

【COI開示】 発表演題に関連し開示すべきCOI関係にある企業はありません。
なお、本研究は公益財団法人在宅医療助成勇美記念財団の研究助成
をうけ実施した研究成果の一部である。

【2．方法】

＜倫理的配慮＞

＜対象＞

＜調査項目＞

＜目的＞

＜分析方法＞
自宅退院時等、自立度や機能的価値基準に基づき提案・提供さ
れる物理的住環境の合理性と、これに対する当事者の認識との間に
乖離があり、利用率や満足度に影響している (筒井ら,2003. 坂地ら,200

8. 上村,2008)。

単に物理的な環境を整備するだけではなく、障害高齢者の生活経験や認識に対し、共に検証・工夫し改善する伴走的なアプローチが求められる

・ 2013年7月~2016年6月の3年間に東京都区部のA病院にてリハビリテーションをうけ自宅
退院した者のうち、A病院フォローアップ調査の協力者

・ 自宅退院時においてMini Mental State Examination（以下、MMSE）24点以上の者
・ 調査時点において自宅にて居住を継続している者
・ 担当ケアマネージャーに過去の情報を照会することに同意を得られた者
→ 本人・担当者ケアマネの78組を対象とした

対象者には、郵送調査の際に研究の目的と方法、倫理的配慮等を説明し、調査への同意を得た本研究は健和会

倫理審査委員会(承認番号:2016001)および、平成28年度首都大学東京荒川キャンパス研究安全倫理委員会の
承認を得て実施した(承認番号:16037)

住環境整備の実施状況が、自宅退院した障害高齢者の
住環境に対する認識や行動、退院後のADLに

与える影響を検討する

2025年以降に後期高齢者となる団塊の世代の持ち家率や、「今
住んでいる家に住み続けたい」という意向を持つ者の割合は共に8割を
超える(内閣府:平成29年度版高齢者白書、平成24年度団塊の世代の意識に関す

る調査) 。

地域包括ケアシステムは高齢期のニーズを
満たした住宅供給が前提となっている(井上,

2012)が、高齢期にふさわしい生活環境の供
給や整備はかならずしも十分でなく、消極的
理由で転居を選択する事もある(鈴木,2012)。

(１) 団塊の世代における居住継続へのニーズ

(２) すまいにおける高齢期のニーズと現状との乖離

【5．結論】

障害高齢者の「すまい」にまつわる物理的環境への認識は
「すまい方」にどのように影響しているのだろうか？

これを踏まえた効果的な住環境整備の在り方とは何か？

(１) 追加調整実施有無による群分け
自宅退院後、 ケアプラン上における住環境整備の追加調整実施有無を基準に、
調整群・非調整群に分け、単純比較を行った

(２) 在住期間別による層化
調査時点からさかのぼり、自宅退院後６ヶ月以上

1年未満の集団、1年以上2年未満の集団、2年以上
の集団と分け、分析した

・ 退院時の一度で住宅改修や福祉用具の設定を固定化するよりも、その後の状況変化を前提とした住環境整備が、ADL低下を遅延させる可能性がある
・ 自宅退院後における生活の具体的な課題に伴走しながら、障害高齢者がどのようにその環境を体験しているのかに着目した縦断的な環境整備が効果的ではないか

（３）退院後における住環境整備追加実施の内容

（１）対象者の基本属性・度数分布

(３) 機能的合理性に基づく住環境整備と本人認識との乖離

非調整群
・「６ヶ月以上１年未満」においてトイレ動作、移乗、平地歩行、入浴の自立度が低下していた
・「１年以上２年未満」では移乗、平地歩行が低下していた

調整群
・非調整群と比較し、 ADL低下の進行は緩やかな傾向であった

① 退院時の環境整備内容
調整群 ：改修頻度は低く、「６ヶ月以上１年未満」と「２年以上」の集団では、状況に応じ設定変更が可能な設置型手すりの利用が多かった
非調整群：玄関改修、廊下の改修の頻度が高かった

② 住環境に対する認識と移動行動
非調整群：「６ヶ月以上１年未満」において「玄関～敷地における段差」を認識している者が多く、外出の頻度も少ない不活発な傾向にあった

外出や移動、セルフケアに関する変更・追加が主であった
① 住宅改修 ： 玄関（30.8%）、トイレ (23.1%) 、廊下（17.9%）
② 福祉用具 ： 歩行器（33.3%）、車椅子 (30.8%) 、据え置き式手すり（30.8%）

(１) 自宅退院後の住環境に対する認識
水まわりの段差、玄関～敷地内段差、外出に不安と感じる屋外環境の有無

(２) 移動行動の状況
直近(入所前)1ヶ月間における敷地外への外出頻度、直近(入所前)1年間における転倒の有無

(３) 基本属性・すまいに関連する一般的情報
基本情報、教育歴、等価所得(世帯年収/√世帯人数)、同居家族の人数、すまいの種類、居住の年数、
地域やすまいへの愛着、介護保険サービス利用状況、退院時の心身機能としてBarthel Index(以下、
BI)、MMSEを診療録より抽出

郵送による自記式・記名式調査票および診療録から以下の情報を抽出した

(３) 群間の統計学的分析
基本属性の比較：質的変数にはχ2検定(Fisherの正確検定)

平均の比較にはｔ検定を用いた
群間におけるBIの変化量（調査時-退院時）の比較：Mann-WhitneyのU検定を用いた

（２）ADL変化量の比較（調査時BI値－退院時BI値）
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